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Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040102 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1112
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

都市計画及び建築に関する事務を正確に処理する。

内　容
（概要）

都市計画に関する事項の調査、審議及び建築等に関する書類の受付と県への進達を行う。

事業名 02都市計画調整事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

事業内容
建築確認等申請書類の受理及び審査、屋
外広告物の許可、その他都市計画に関す
る事務処理等。

建築確認等申請書類の受理及び審査、屋
外広告物の許可、都市計画基礎調査委
託、市街化区域データ作成委託、その他
都市計画に関する事務処理等。

建築確認等申請書類の受理及び審査、屋外広告物の
許可、都市計画図の修正委託、その他都市計画に関す
る事務処理等。 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 2,410,000 県支出金 56,000

市債 市債 市債
その他 その他 296,900 その他 266,000

一般財源 400,372 一般財源 8,348,809 一般財源 2,866,000
計 400,372 計 11,055,709 計 3,188,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 400,372 決算額計 11,055,709

金額 うち臨時分
01 報酬 0 01 報酬 52,500 01 報酬 53,000
09 旅費 16,780 09 旅費 10,120 09 旅費 12,000
11 需用費 155,742 11 需用費 158,862 11 需用費 160,000
13 委託料 65,415 13 委託料 10,690,680 13 委託料 2,788,000 2,723,000
19 負担金、補助及び交付金 162,435 19 負担金、補助及び交付金 143,547 19 負担金、補助及び交付金 175,000

予算現額計 3,188,000
569,000 H23当初予算額 8,496,000 伸び率(％)

2,723,000
対・予 -62.5

人件費 職員人件費 0.8 人工 6,358,131 職員人件費
（参考） H22当初予算額

5,598,922 職員人件費 0.8 人工
対・決 -71.2

6,096,000
総事業費 歳出+職員人件費 6,758,503 歳出+職員人件費 16,654,631 歳出+職員人件費 9,284,000

0.7 人工

無 有 



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

建築確認等申請件数 件／年 年間の建築確認件数
目標 250

目標

200 200
実績 208 204

実績

成果
指標

屋外広告物等による苦情 回／年 苦情件数
目標 0

目標

0 0
実績 0 0

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
有効な土地利用を推進するため、都市計画区域や用途地域の変更等を
考慮し、　現在の土地利用状況や住民の意向を見極めることが必要にな
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）
国土利用法による土地取引届出事務の権限委譲

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市の健全な発展と秩序ある整備を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

市東部地区には、都市計画区域外の区域もあることから都市計画区域へ
の編入や準都市計画区域の設定なども視野に入れた検討をしていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

建築確認や開発行為申請などの事務処理を行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

土地取引届出事務の権限委譲を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
権限委譲を検討すること。

地域の理解を得ながら、都市計画区域の見直しなどが必要である。

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040103 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1341
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

快適な生活環境づくりに寄与するため憩いの場を提供する。

内　容
（概要）

石岡市と共同による施設内の清掃、植栽管理、施設の修繕、見回り等

事業名 03恋瀬橋ロードパーク管理運営事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

事業内容 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕 施設内の清掃、植栽管理施設の修繕
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 800,000 一般財源 800,000 一般財源 800,000
計 800,000 計 800,000 計 800,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 800,000 決算額計 800,000

金額 うち臨時分
19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000 19 負担金、補助及び交付金 800,000

予算現額計 800,000
800,000 H23当初予算額 800,000 伸び率(％)

0
対・予 0

人件費 職員人件費 0.1 人工 794,766 職員人件費
（参考） H22当初予算額

2,399,538 職員人件費 0.3 人工
対・決 0.0

2,286,000
総事業費 歳出+職員人件費 1,594,766 歳出+職員人件費 3,199,538 歳出+職員人件費 3,086,000

0.3 人工

無 有 



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

施設の見回り回数 回／年 施設の年間見回り回数
目標 8

施設内の清掃 回／年 施設の年間清掃回数
目標

8 8
実績 8 8

360 360 360
実績 360 360 360

成果
指標

施設に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

目標

0 0
実績 0 0

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
平成２３年度かすみがうら市事業仕分けにおいて管理不要との判定結果
がでたが、石岡市と組織・運営していることから、当市のみで国等への要
望はできないため、今後の対応について石岡市との協議を要する。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）
事業仕分けの内容を精査し、国（常陸工事事務所）と協議を行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
６号国道の慢性的な渋滞が発生しているため、トイレや休憩施設を設置することにより、ドライ
バーの事故防止を図る。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

協議会負担金の減額や三者（国・石岡市・当市）で覚書による管理区分
の見直し、また、農産物の直売所等を実施し、ロードパーク内施設（東屋）
の有効利用を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

維持管理は、適切に行われている。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

維持管理費の削減に努めると共に施設の有効利用を検討する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
施設の有効活用を検討すること。

国、石岡市、当市での管理に関する覚書を取り交わしているが、今後見直しが必要である。

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

2,554,000
0.3 人工 人工

対・決 -3.6
2,286,000

総事業費 歳出+職員人件費 3,457,066 歳出+職員人件費 2,677,538 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
2,399,538 職員人件費 0.3

0
対・予 -3.6

人件費 職員人件費 0.4 人工 3,179,066

予算現額計 268,000
278,000 H23当初予算額 278,000 伸び率(％)

268,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 278,000 19 負担金、補助及び交付金 278,000 19 負担金、補助及び交付金

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 278,000 決算額計 278,000

計 278,000 計 278,000 計 268,000
一般財源 278,000 一般財源 278,000 一般財源 268,000
その他 その他 その他
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方
整備局への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方
整備局への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

①期成会総会の開催
②建設促進について国土交通省・財務省・関東地方整
備局への中央要望
③国道６号バイパスの現況についての広報紙発行
④建設促進について常陸河川国道事務所への要望

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

国道６号バイパス建設の早期実現に向けて促進運動、その他目的達成に必要な事業を実施する。
国道６号千代田石岡バイパス建設促進協議会／かすみがうら市（７．５ｋｍ）石岡市（６．５ｋｍ）小美玉市（０．７km）

内　容
（概要）

国道６号バイパス建設の早期実現を図り交通機能の改善並びに地域の活性化を図る。

事業名 04国道６号バイパス建設促進事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1211

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040104 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

事業推進の向け協力すること。
常陸河川国道事務所と連携を蜜にし、事業推進を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

早期実現に向けて中央要望等を継続すると共に国、県、関係市と連携を
深め事業推進を図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

国への要望を実施し、事業の推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

国の事業ではあるが、県、市が一致団結して課題解決にあたり、千代田
石岡バイパス事業を推進する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

６号バイパスの早期完成に向けて、国への要望や事業への協力を行う。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

国の整備進捗状況（整備区域）により活動方針、事務局等の改変を要す
る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

千代田石岡部分の事業推進における課題に対して、国、県、市が課題解
決に向けての作業チームを編成した。早期に事業を完成させ、小美玉市
の延伸や土浦千代田部分の事業の着手についても併せて要望する必要
がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

0 0
実績 0 0成果

指標

国道６号千代田石岡バイパスの整備進
捗状況（かすみがうら市内）

％ 常陸河川国道事務所における進捗率（執行事業費／総事業費）
目標 0

目標

実績
目標

2 2
実績 1 1

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

期成会による要望回数 回／年
国土交通省・財務省・関東地方整備局・常陸河川国道事務所への要望
回数

目標 2

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

54,691,000
0.4 人工 人工

対・決 -33.1
3,048,000

総事業費 歳出+職員人件費 7,015,832 歳出+職員人件費 80,392,792 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
3,199,384 職員人件費 0.4

0
対・予 -33.1

人件費 職員人件費 0.5 人工 3,973,832

予算現額計 51,643,000
2,162,000 H23当初予算額 77,194,000 伸び率(％)

51,643,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 3,042,000 19 負担金、補助及び交付金 77,193,408 19 負担金、補助及び交付金

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 3,042,000 決算額計 77,193,408

計 3,042,000 計 77,193,408 計 51,643,000
一般財源 3,042,000 一般財源 77,193,408 一般財源 51,643,000
その他 その他 その他
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容

B／C調査（費用対効果）、都市計画決定
にかかる図書及び一部事務組合設立に向
けた図書作成を実施するとともに関係機関
との協議を実施。

一部事務組合による事業認可申請図書作
成、測量・調査及び施行規定・事業計画を
作成する。

一部事務組合による道路基本設計・換地設計・建物補
償調査業務・自由通路基本設計・橋上駅舎基本設計・
駅東歩行者専用道路設計・区画整理事業工事展開策
定業務を実施する。

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

神立駅周辺は、広域の交流拠点、当市及び土浦市の玄関口として重要な地域であり駅前広場を含む交通結節点機能を向上させることにより交通渋滞緩和及び歩行者空間を確
保することによる通勤・通学者の環境機能向上並びに商業環境の発展を図り、土地の有効活用と都市機能充実に寄与する。

内　容
（概要）

駅前広場を含む土地区画整理事業の実施に合わせ、橋上駅舎整備、東西自由通路整備を実施する。

事業名 06神立駅周辺整備事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1113

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040106 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

事業推進に向け協力すること。
事業計画を見直しながら、事業費の軽減を図る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

一部事務組合及び土浦市と連携しながら事業を推進する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

一部事務組合による事業推進を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

一部事務組合による路線測量や建物補償調査を実施し、事業推進を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立駅前の狭あいさを解消し、駅舎改築を合わせ駅周辺の都市基盤の整備を図る。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

事業完了後に当該地区及び周辺の商業環境が活性化するよう地元住民
や行政が一体となり考える必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
多額の財政負担を要する事業のため、無理のない事業計画を立てるとと
もに事業費の軽減に努める。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

100 100
実績 90 85成果

指標

計画の進捗率（年度毎） ％ 事業の進捗率（支出事業費／総事業費）
目標 100

目標

実績
目標

20 20
実績 20 25

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

関係機関との協議回数 回 事業をスムースに進めるため関係機関との協議回数
目標 30

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



3,398,000
0.4 人工 人工

対・決 150.0
3,048,000

総事業費 歳出+職員人件費 14,857,066 歳出+職員人件費 3,339,384 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
3,199,384 職員人件費 0.4

0
対・予 0

人件費 職員人件費 0.4 人工 3,179,066

予算現額計 350,000
14,320,000 H23当初予算額 350,000 伸び率(％)

350,000
金額 うち臨時分

13 委託料 11,678,000 13 委託料 140,000 13 委託料

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 11,678,000 決算額計 140,000

計 11,678,000 計 140,000 計 350,000
一般財源 33,000 一般財源 39,000 一般財源 98,000
その他 8,000 その他 8,000 その他 20,000
市債 市債 市債

66,000 国庫支出金 165,000
県支出金 27,000 県支出金 27,000 県支出金 67,000

事業内容
耐震改修促進計画策定及び地震ハザード
マップの作成
木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施

木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施 木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 11,610,000 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

市内の木造建築物の耐震性能を確保するため、耐震診断と耐震改修を促進することにより既存建築物の耐震性能の向上を図るとともに今後、予想される地震災害から市民の生
命・財産を守る。

内　容
（概要）

昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた所有者が居住する一戸建て２階建て以下の木造住宅へ耐震診断士を派遣する。

事業名 07住宅・建築物耐震化推進事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1112

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040107 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

耐震化を進めるためにも事業のPRを行うこと。
建築物の耐震性把握の必要性を建築物所有者に啓発する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

建物の所有者は、自己の責任において地震に対する安全性を確保する
ようＰＲする。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

昭和５６年以前の木造住宅の耐震診断であり、評点１．０未満の場合耐震改修の必要性が出て
くるため、申請者が少ないと思われる。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

今年度の診断実績に応じて実施件数の見直しを行う。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

東日本大震災の被害を教訓に、地震に対する建築物の耐震性を把握する必要性がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

公共施設及び一般建築物の耐震化の向上を目指す。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

東日本大震災により多くの建築物に被害が発生した。建物の所有者は、
自らの生命と財産は自らが守るという意識を持ち、建築物の倒壊等により
周辺の安全に支障を来たすことがないように、建築物の耐震性を把握し、
必要に応じて耐震化を進める必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

10 10
実績 4 4成果

指標

診断士派遣実績 件 耐震診断士派遣実績
目標 10

目標

実績
目標

2 2
実績 2 2

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

広報・ＰＲ 回 ホームページ・広報誌等
目標 2

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

□

0
0.7 人工 人工

対・決 皆減
0

総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 18,188,422 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
5,598,922 職員人件費

0
対・予 皆減

人件費 職員人件費 人工 0

予算現額計 0
0 H23当初予算額 15,000,000 伸び率(％)

金額 うち臨時分
13 委託料 12,589,500

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 0 決算額計 12,589,500

計 0 計 12,589,500 計 0
一般財源 0 一般財源 6,295,500 一般財源 0
その他 その他 その他
市債 市債 市債

6,294,000 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容 指定道路図及び調書の作成
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

新規

目　的
（成果）

建築確認等における事務の円滑化及び申請者の利便性向上の観点から道路図及び調書を作成する。

内　容
（概要）

建築基準法により建築確認申請の際に接道、道路幅員が関係してくることから４ｍ未満の道路（指定道路）の図面及び調書を作成し、さらに狭あい道路の確認も行う。

事業名 １０狭あい道路整備等促進事業
会　計 一般会計

23 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

23 年度）土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080401都市計画総務費

※事務事業コード／ 01080401１０ 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

事業を終了する。
事業を完了した。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

平成24年度までに県内全市町村で作成するもので、本市は今年度終了
した。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

業者委託により事業を完了した。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
指定道路に関する情報は、確認審査等の事務の的確性、効率性を確保するためにも重要な情
報である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

10
実績 10

回
目標

10
実績 10

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

委託業者との台帳整備にかかる協議回
数

回 庁内及び請け負い業者との協議回数
目標

関係部署内部協議回数

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

25,217,000
0.6 人工 人工

対・決 11.0
6,096,000

総事業費 歳出+職員人件費 21,258,430 歳出+職員人件費 22,032,816 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
4,799,076 職員人件費 0.8

0
対・予 14.7

人件費 職員人件費 0.6 人工 4,768,598

予算現額計 19,121,000
16,576,000 H23当初予算額 16,675,000 伸び率(％)

32,000
16 原材料費 32,130

10,912,000
16 原材料費 22,942 14 使用料及び賃借料 10,911,259 16 原材料費

7,029,000
14 使用料及び賃借料 10,911,259 13 委託料 4,395,595 14 使用料及び賃借料

1,148,000
13 委託料 4,324,127 12 役務費 15,750 13 委託料

金額 うち臨時分
11 需用費 1,231,504 11 需用費 1,879,006 11 需用費

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 16,489,832 決算額計 17,233,740

計 16,489,832 計 17,233,740 計 19,121,000
一般財源 16,489,832 一般財源 17,233,740 一般財源 19,121,000
その他 その他 その他
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容
草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕

草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設
の修繕

草刈、樹木の剪定、トイレ等の清掃、施設の修繕
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

安全で快適な環境づくりに寄与するため、幅広い年齢層のコミュニケーション及び憩いの場を提供する。

内　容
（概要）

７公園（約6.5ｈａ）内の草刈、樹木の剪定、修繕、遊具施設の保守点検

事業名 02都市公園維持管理事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 市民の関与 総合計画
コード

年度）

1341

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080402公園費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040202 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

都市公園の管理を適切に行うこと。
公園の維持管理を地元自治会に協力要請する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

大塚自然体験の森を地権者に返還する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

草刈や施設の維持管理に努めた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

注意喚起の看板設置や見回り回数を増やす。大塚自然体験の森は、近
隣に大塚ファミリー公園があり、アスレチックスなどの体験遊具も撤去され
利用者も少なくなっていることから、土地の賃貸借契約が終了しだい返還
する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市街地の都市公園の維持管理を行い、地域住民の憩いの場を提供する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

地域住民が見回りなどをしてくれるよう推進していく。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 公園内の施設を壊したり、ごみを捨てるなど維持管理に苦慮している。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

100 100 100
実績 90 100

0 0
実績 3 2成果

指標

公園に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

草刈実施回数 ％ 草刈実施公園／市全体の公園数
目標

7 7
実績 7 7

箇所 年間の草刈箇所数
目標

24 24
実績 22 24

7

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

公園の見回り回数 回／年 年間公園見回り数
目標 24

草刈公園数

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

5,006,000
0.3 人工 人工

対・決 2.2
3,048,000

総事業費 歳出+職員人件費 5,091,303 歳出+職員人件費 4,315,941 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
2,399,538 職員人件費 0.4

0
対・予 1.4

人件費 職員人件費 0.4 人工 3,179,066

予算現額計 1,958,000
1,931,000 H23当初予算額 1,931,000 伸び率(％)

8,000
23 償還金利子及び割引料 11,000

1,802,000
16 原材料費 7,717 16 原材料費 7,644 16 原材料費

4,000
13 委託料 1,766,165 13 委託料 1,786,298 13 委託料

144,000
12 役務費 250 12 役務費 703 12 役務費

金額 うち臨時分
11 需用費 127,105 11 需用費 121,758 11 需用費

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 1,912,237 決算額計 1,916,403

計 1,912,237 計 1,916,403 計 1,958,000
一般財源 0 一般財源 0 一般財源 31,000
その他 1,912,237 その他 1,916,403 その他 1,927,000
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容
違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃
及び草取り

違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃
及び草取り

違法駐輪・駐車のチェック、施設内の清掃及び草取り
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

駐輪・駐車場利用者が円滑かつ快適に利用できるよう努める。

内　容
（概要）

駐輪・駐車場施設及び敷地内の維持管理。

事業名 02駐輪・駐車場管理運営事業
会　計 一般会計

24 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

30 年度）

1214

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080403駐車・駐輪場管理事業費　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040302 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

利用率の向上に努めること。
神立駅西口地区土地区画整理事業の進捗により廃止となる見込み。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

神立駅西口地区土地区画整理事業の進捗状況により廃止するまでの間
はＰＲ活動を行い利用率の向上に努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

駐輪場は、駅前から離れており土浦市の駐輪場も利用できるため利用者が少ないと思われる。 事業の方向性 　 （ 6 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

広報紙やホームページでＰＲを行う。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

通勤通学者の利便性のため、駅周辺に公共の駐車・駐輪場を設置した。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

駐輪場の利用率が低いので料金の見直しを検討する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 利用者が減少傾向にある。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

85 85 85
実績 61 58

0 0
実績 3 2成果

指標

駐輪・駐車場に関する苦情 回／年 苦情件数
目標 0

駐輪・駐車場の利用台数 台 駐輪駐車場の月平均利用台数
目標

48 48
実績 38 40

日／年 年間の草取り、除草剤延べ日数
目標

1 1
実績 1 1

48

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

施設内の見回り 回／日 施設内の見回り数
目標 1

草刈、除草剤散布

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

36,547,000
0.2 人工 人工

対・決 5477.9

3,810,000
総事業費 歳出+職員人件費 3,345,701 歳出+職員人件費 2,186,602 歳出+職員人件費

職員人件費
（参考） H22当初予算額

1,599,692 職員人件費 0.5

32,550,000
対・予 5383.6

人件費 職員人件費 0.4 人工 3,179,066

予算現額計 32,737,000
187,000 H23当初予算額 597,000 伸び率(％)

15,000
35,000

19 負担金、補助及び交付金 13,000 19 負担金、補助及び交付金 13,000 19 負担金、補助及び交付金

32,681,000 32,550,000
16 原材料費 33,442 16 原材料費 34,461 16 原材料費

6,000
13 委託料 120,193 13 委託料 539,449 13 委託料

金額 うち臨時分
11 需用費 0 11 需用費 0 11 需用費

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 166,635 決算額計 586,910

計 166,635 計 586,910 計 32,737,000
一般財源 166,635 一般財源 586,910 一般財源 187,000
その他 その他 その他 32,550,000
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

事業内容
草刈業務、除草剤散布業務、境界柵等管
理業務

草刈業務、除草剤散布業務、境界柵等管
理業務

用地測量業務、路線測量業務、草刈業務、除草剤散布
業務、境界柵等管理業務

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

買収済都市計画道路用地の保全管理を行い周辺住民へ迷惑の掛からないよう努める。

内　容
（概要）

都市計画道路神立停車場線買収済用地の除草等の実施

事業名 02街路管理事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

1211

土木部 課 都市整備課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 080404街路事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0108040402 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

事業推進に努めること。
用地管理がなくなるよう、部分的な道路整備を推進する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

街路管理事業がら街路整備事業に移行していくため、事業認可を取得す
る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

道路用地の草刈管理等は、予定どおり行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

事業認可の推進を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

神立駅西口土地区画整理事業に合わせ、都市計画道路整備を推進する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

神立停車場線（都市計画道路）は、昭和38年に都市計画決定したもので
ある。40年以上経過しても事業完了していないことを考慮すると買収済用
地の管理がなくなるよう計画的全線整備を要する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
事業認可に向けて、用地測量及び路線測量を行い、土浦市と協議を行
いながら、神立駅西口土地区画整備事業に合わせて事業推進を図る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

0 0
実績 0 0成果

指標

道路用地に対する苦情件数 回／年 苦情件数
目標 0

目標

8 8
実績 6 6

回／年 草刈、除草剤散布回数
目標

12 12
実績 11 12

8

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

道路用地の見回り回数 回／年 市の見回り回数
目標 12

除草作業回数

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

□

※事務事業コード／ 0111030303 平成 24 年度 事務事業シート Ｐ１

年度）部署名 部 土木部 課 都市整備課 事業年度期限
款・項・目 110303　都市公園災害復旧費

（平成 23 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

23
新規／継続

（事業区分１）
新規

目　的
（成果）

東日本大震災により被災した稲吉ふれあい公園駐車場の災害復旧を行う。

内　容
（概要）

稲吉ふれあい公園駐車場の舗装補修及びトイレ修繕を行う。

事業名 03都市公園災害復旧事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

事業内容
稲吉ふれあい公園舗装補修工事
稲吉ふれあい公園女子トイレ便器修繕

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 0 一般財源 808 一般財源 0
計 0 計 808 計 0

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 0 決算額計 808

金額 うち臨時分
11 需用費 808

予算現額計 0
0 H23当初予算額 伸び率(％)

0
対・予

人件費 職員人件費 人工 0 職員人件費
（参考） H22当初予算額

1,599,692 職員人件費 人工
対・決 皆減

0
総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 1,600,500 歳出+職員人件費 0

0.2 人工

無 有 



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

震災に伴う被害調査 回 調査回数
目標

目標

3
実績 3

実績

成果
指標

修繕による改修 箇所 修繕依頼
目標

目標

2
実績 2

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

都市公園利用者のため復旧する必要がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 木川　祐一 担当課名 都市整備課

業者依頼により補修及び修繕を完了した。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

震災による災害復旧は終了した。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 山本　惠美 担当部名 土木部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業を終了する。

事業を完了した。

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 


